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九州セキスイハイム工業株式会社

代表取締役　佐藤公紀

貸    借    対    照    表

２０２３年３月３１日現在

(単位：円)
金        額 金        額

9,633,102,269 6,826,625,540
 流     動     資     産 5,036,773,885  流     動     負     債 6,706,618,521

1,210,650 4,698,487,565
4,343,029,665 1,456,666,337

48,113,769 12,503,208
142,813,789 127,140,598
163,763,267 188,036,422

644,000 44,219,800
20,068,137 59,225,917

317,127,084 4,750,733
3,524 117,800,000

600,000
697,000

-3,509,059

 固     定     資     産 4,596,328,384  固     定     負     債 120,007,019
4,137,557,264 41,313,435

2,256,958,110 69,776,000
651,766,034 7,864,584
147,435,199 1,053,000
950,531,709

8,994,498 6,826,625,540
11,320,399

56,734,672 2,806,476,729

53,816,643  株    主    資    本 2,806,476,729
100,000,000

39,773,112

37,910,912 2,706,476,729
1,862,200 利 益 準 備 金 25,000,000

その他利益剰余金 2,681,476,729
 繰越利益剰余金 2,681,476,729

418,998,008  (内当期純利益) (407,161,202)
長 期 前 払 費 用 19,921,680
前 払 年 金 費 用 397,796,328
敷 金 及 び 保 証 金 80,000
そ の 他 の 投 資 1,200,000

2,806,476,729
9,633,102,269 9,633,102,269

第２７期　決算公告

資 本 金

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計 負債及び純資産合計

施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産
利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

長 期 未 払 金

有 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

建 物 付 属 設 備
退 職 給 付 引 当 金構 築 物

機 械 装 置
負 債 合 計車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品
土 地 （ 純 資 産 の 部 ）

そ の 他 の 流 動 負 債

リ ー ス 債 務
建 物 繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 流 動 資 産

完成工事補償引 当金

未 収 入 金
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金

原 材 料 未 払 費 用
前 渡 金

預 り 金
前 払 費 用 未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 金 買 掛 金
売 掛 金 短 期 借 入 金
製 品 リ ー ス 債 務
仕 掛 品 未 払 金



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１）重要な資産の評価基準及び評価方法

・原材料・・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法に基づく原価法

・仕掛品・・・・・・・・・・・・・・・・個別法に基づく原価法

・製　 品・・・・・・・・・・・・・・・・(サプライ製品) 移動平均法に基づく原価法

　　なお貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。

２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・定額法

・無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・定額法

・リース資産 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３）重要な引当金の計上基準

・賞与引当金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・退職給付引当金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・完成工事補償引当金・・・・

４）収益及び費用の計上基準

(1) 商品及び製品等の販売に係る収益

５）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

６）グループ通算制度の適用

　当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用している。これに伴い、法人税及び地方法
人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合
の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応
報告第42号」という。）に従っている。また、実務対応報告第42号の適応に伴う会計方針の変更に
よる影響はないものとみなしている。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込
利用可能期間（5年）に基づいている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につ
いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用している。

従業員賞与の支給に充てるため、期末直前支給額を基礎とした見積
額を計上している。

個　　別　　注　　記　　表

従業員退職金の支給に充てるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
役員退職慰労金については、内規に基づき計算された当事業年度末
における要支給額を期間に基づき配分し計上している。

当期以前の売上に対して、翌期以降に発生する可能性の高い将来の
損失に備え、直近売上高に補償実績率・引当倍数を乗じた引当額を
計上している。

　商品等の販売は主に、ユニット住宅及びサプライ事業における商品等の販売である。これらは、
引渡時点において顧客が当該商品等に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、
当該時点で収益を認識している。
　なお、出荷時から商品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に
は、出荷時点において収益を認識している。


